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神栖市市制施行２０周年記念事業ユーリカ市訪問団受入支援業務委託に係る

公募型プロポーザル実施要領

１．業務概要

（１）業務名

神栖市市制施行２０周年記念事業ユーリカ市訪問団受入支援業務委託（以下、「本業務」とい

う。）

（２）業務目的

「神栖市市制施行２０周年記念事業ユーリカ市訪問団受入支援業務委託 仕様書」のとおり

（３）業務内容

「神栖市市制施行２０周年記念事業ユーリカ市訪問団受入支援業務委託 仕様書」のとおり

（４）業務期間

契約締結日の翌日から令和７年８月１５日まで

２．業務に関する費用（見積限度額）

￥２，０５０，０００円（消費税を含む。）

なお、この金額は契約金額の限度を示すものであり、本市がこの金額で契約することを約束するも

のではない。

３．担当部署（提出・問合せ先）

神栖市企画部政策企画課 担当：豊田

〒３１４－０１９２ 茨城県神栖市溝口４９９１番地５

電 話：０２９９－９０－１１２０（直通）

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：kikaku@city.kamisu.ibaraki.jp

４．参加資格

プロポーザルに参加できるものは、以下の要件をすべて満たしている者とする。

（１）国又は地方公共団体の発注による本業務の内容と同種の業務（※）を過去３年以内において、元

請として受注した実績を有する者であること。

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない者及び

同条第２項の規定に基づく市の入札参加の制限を受けていない者であること。

（３）会社更生法（平成14年法律154号）に基づき更生手続開始の申立がなされている者、破産法（平成

16年法律第75号）に基づき破産手続開始の申立がなされている者又は民事再生法（平成11年法律第

225号）に基づき再生手続開始の申立がなされている者でないこと。（再生手続開始決定がなされ、

競争参加資格の再認定を受けた者を除く。）

（４）役員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２

号に規定する暴力団、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は

暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者でないこと。

（５）市内に営業所を有する者は、市納税義務に対し完納していること。

※同種の業務とは、海外との交流事業支援に関する業務のことをいう。
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５．実施スケジュール

プロポーザルの実施スケジュールは次のとおりとする。

６．参加表明書の提出

参加希望者は、次により参加表明書を提出する。

（１）提出書類 参加表明書（様式１号）１部

（２）提出期限 令和７年５月９日（金）午後４時必着

（３）提出方法 持参又は郵送

※持参の場合は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日を除く、午前８時３０分から午後５時まで（最終日は午後４時まで）とする。

また、郵送の場合は、配達日時及び配達されたことを証明できる方法とすること。

（４）提出先 神栖市企画部政策企画課（前記３参照）

（５）辞退届の提出

参加表明書提出後、本プロポーザルへの参加を辞退する者は、辞退届を次の方法で提出す

ること。なお、この場合でもその他の事業において不利益を被ることはないものとする。

①提出書類 辞退届（様式１０号）１部

②提出方法 持参又は郵送

※持参の場合は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日を除く、午前８時３０分から午後５時までとする。また、郵送の場合

は、配達日時及び配達されたことを証明できる方法とすること。

③提 出 先 神栖市企画部政策企画課（前記３参照）

７．質問の受付及び回答

（１）提出期間

令和７年５月１日（木）から令和７年５月７日（水）午後４時まで

（２）提出方法

電子メールにより、質問書（様式２号）を添付して提出すること。

なお、電子メールの件名は「ユーリカ市訪問団受入支援業務委託に関する質問」とし、

電子メール送信後は必ず電話にて送信の旨を連絡すること。電子メール以外の方法による質問

は受け付けない。

項 目 期 間 等 備考

1 実施要領等の公開 ５月１日（木） ＨＰに掲載

2 参加表明書提出期間 ５月１日（木）～５月９日（金）午後４時必着

3 質問書の受付 ５月１日（木）～５月７日（水）午後４時必着

4 質問の回答 ５月９日（金） ＨＰに掲載

5 企画提案書提出期間 ５月９日（金）～５月１５日（木）午後４時必着

6 第１次審査（書類審査） ５月１６日（金）（予定）

7 書類審査結果通知 ５月２０日（火）（予定）

8 第２次審査（本審査） ５月２３日（金）（予定）

9 審査結果通知 ５月２８日（水）（予定）

10 見積徴収 ６月４日（水）（予定）

11 業務委託契約 ６月１０日（火）（予定）
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（３）提出先 神栖市企画部政策企画課（前記３参照）

（４）回答方法

令和７年５月９日（金）までに、本市ホームページで公表する。なお、質問に対する回答は、

本業務の実施要領や仕様書に記載する内容の追加又は修正とみなす。

８．企画提案書等の作成及び提出

本プロポーザルに関する提案書等は、次の方法で作成し提出すること。

（１）提出書類

① 企画提案書表紙（様式３号）

代表者印押印の上、企画提案書の鑑表紙として提出すること。

② 会社概要（様式４号）

③ 業務実績（様式５号）

直近３ヵ年の同種業務の契約実績を最大５件まで記載すること。また、契約実績の内容が

確認できる書類（契約書の写し等）を添付すること。

④ 業務実施体制（様式６号）

業務の実施体制、分担業務の内容について記載すること。

⑤ 配置予定担当者調書（様式７号）

プロジェクト管理者、主任担当者及び担当者の氏名、経歴、実績等について記入すること。

なお、保有資格については、証明できる書面の写しを添付すること。また、同種業務経験を

記載すること。

⑥ 再委託調書（様式８号）

再委託する場合のみの提出とする。

⑦ 工程表（様式９号）

⑧ 企画提案書（任意様式）

⑨ 参考見積書（任意様式）

（２）（１）⑧企画提案書に係る作成要領

・用紙はＡ４版、横書き、文字サイズ１１ポイント以上とする。

・表紙を除いて２０ページ以内で両面印刷とする。

※Ａ３版の資料を挿入する場合は、片面印刷とし、Ａ４版２ページ分とカウントする。（Ａ４

サイズに折ること。）

・提案趣旨やアピールしたいポイントなどを簡潔にわかりやすく記述し、意思表示は明確にす

ること。

・詳細な業務実施スケジュールを作成するとともに、委託者と受託事業者の役割を区分し提案

すること。

・企画提案書は、必要最低限に留めること。

（３）提出部数

①～⑨の順序で製本し、簡易なＡ４ファイルで提出すること。

・正本 １部（代表者印押印のもの）

・副本 ６部（正本の写し）

（４）提出期間 令和７年５月９日（金）～令和７年５月１５日(木) 午後４時必着
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（５）提出方法 持参又は郵送

※持参の場合は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日を除く、午前８時３０分から午後５時まで（最終日は午後４時まで）とする。

また、郵送の場合は、配達日時及び配達されたことを証明できる方法とすること。

（６）提出先 神栖市企画部政策企画課（前記３参照）

９．審査方法等

（１）審査委員会の設置

業務の履行に最も適した契約の相手方となる候補者を、厳正かつ公正に決定するため、本プロ

ポーザルの審査委員会を設置する。

（２）第１次審査（書類審査）

提出された企画提案書等を下記「１０．審査基準 第１次審査（書類審査）」審査基準に基づ

いて審査し、提案者が４者以上の場合、高い評価を得た提案者から順に３者を選考する。

①実施日：令和７年５月１６日（金）

（３）第２次審査（本審査）

第１次審査により選考された者が企画提案についてのプレゼンテーションを行い、下記「１

０．審査基準 第２次審査（本審査）」で示す審査基準に基づいて評価し、第１次審査及び第２

次審査の評価点数の合計が最も高い提案者を受託候補者とし、第２位の提案者を次順位者とす

る。

①実施日：令和７年５月２３日（金）（予定）

②開始時間：後日通知する。

③所要時間

１事業者につき、35 分以内とする。

・準備：5分以内

・企画提案プレゼンテーション：20 分以内

・質疑応答：10 分程度

④内容：企画提案書の説明（本件業務の主任担当者又は担当者が説明及び質疑応答を行うも

のとする。また、プレゼンテーション用の資料は、企画提案書の図を抜粋して表示す

るなど見やすく加工することは、可能とするが、文言等の修正や追加は不可とする。）

⑤参加人数：主任担当者を含めて３人までとする。

⑥使用機器：ＰＣは参加者が持参し、プロジェクター、スクリーンは神栖市が用意する。

（４）審査結果の通知

① 第１次審査（令和７年５月２０日（火）予定）

参加者全員に対し、審査結果を電子メール及び書面により通知する。

② 第２次審査（令和７年５月２８日（水）予定）

参加者全員に対し、審査結果を電子メール及び書面により通知する。
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（５）参加者が１者の場合について

審査において、各審査委員の合計点の平均が６０点以上（１００点満点中）であれば、プロポ

ーザル実施要領、仕様書等を満たすと判断し、その提案者を受託候補事業者として決定する。

１０．審査基準

本プロポーザルは以下の審査基準に基づき審査する。

※配点の詳細については非公表

１１．失格事項

本プロポーザルの提案者又は提出された提案書が、次の各号のいずれかに該当する

場合は失格となることがある。

（１）提案書の提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの

（２）提案書の作成形式及び記載上の留意事項に示された要件に適合しないもの

（３）提案書等提出期限後に参考見積書内の金額に訂正を行ったもの

（４）プレゼンテーション等に出席しなかったもの

（５）虚偽の申請を行い、提案資格を得たもの

（６）参考見積書の金額が、２.業務に要する費用（見積限度額）を超過したもの

（７）前各号に定めるもののほか、著しく信義に反する行為等、審査委員長が失格であると認

めた場合

評価項目 評価基準 配点

第
１
次
審
査

（
書
類
審
査
）

（１）業務実績
本業務を遂行可能と判断できる十分な実績を有し、本業務の内

容と同種の業務又は類似の実績を有しているか。
５

（２）実施体制
業務を適正かつ確実に実施するための体制が整っており、業務

に関する信頼性や高い遂行能力が期待できるか。
５

（３）見積金額 業務内容に係る経費が適正かつ妥当な価格であるか。 １０

第
２
次
審
査
（
本
審
査
）

（４）企画提案

の内容

①仕様書記載の業務内容について全て提案され、趣旨を理解し

た適切な提案となっているか。

７０

②事業全体のスケジュールについて、設定が適切で、すべての

行程を確実に履行することが見込まれるか。

③神栖市滞在時の全行程が、ユーリカ市訪問団にとって、神栖

市の理解を深める有意義なものになっているか。

④限られた滞在時間の中で、ユーリカ市訪問団との親睦を深め

る機会が十分に確保されているか。

⑤姉妹都市交流のさらなる活性化に寄与することが期待でき

るか。

（５）プレゼン

テーションの

内容

①プレゼンテーションが分かりやすく、説得力があるか。また、

本業務に対する取組意欲が高く、熱意が感じられるか。
１０

②質問に対する回答は、知識・経験に裏付けられた的確なもの

か。
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１２．契約

受託候補者を選定後、契約に係る協議を行い、協議が整い次第、速やかに契約の手続きを行う

ものとする。また、受託候補者が辞退その他の理由で契約ができない場合は、次順位者と契約の

交渉を行う。なお、契約に係る協議の際には、事業者はあらためて見積書を提出するものとする。

１３．その他留意事項

（１）提出期限以降における書類の差し替え及び再提出は認めない。

（２）提出書類に虚偽の記載をした場合には、提出書類を無効とする。

（３）提出書類は返却しないとともに、提出者の選定以外には提出者に無断で使用しない。

（４）書類の作成、提出及び説明に係る費用は、提出者の負担とする。

（５）「業務実施体制（様式第６号）」に記載した配置予定の主任担当者及び担当者は、原則とし

て変更できないものとする。なお、やむを得ない理由により変更する場合には、神栖市と協議

の上、決定するものとする。

（６）神栖市情報公開条例（令和５年神栖市条例第２号）に基づく公開請求があった場合は、原則

として公開の対象となる。ただし、提案者が事業を営む上で、正当な利益を害すると認められ

る情報は非公開となる場合があるので、これらの情報に該当すると考える部分がある場合は、

あらかじめ文書により申し出るものとする。なお、本プロポーザルの受託候補者選定前におい

て、決定に影響するおそれがある情報については決定後の公開とする。

（７）審査の内容についての問合せには一切応じない。

１４．企画提案書等の著作権の取扱

企画提案書等の著作権等については、次のとおり取り扱うものとする。

（１）企画提案書等の著作権は、当該企画提案書等を作成した者に帰属するものとする。ただし、

受託先に選定された者が作成した企画提案書等の書類については、市が必要と認める場合に

は、市は、受託先にあらかじめ通知することにより、その一部又は全部を無償で使用（複製、

転記又は転写という。）することができるものとする。

（２）市は提出された企画提案書等について、神栖市情報公開条例（令和５年神栖市条例第２号）

の規定による請求に基づき、第三者に公開することができるものとする。ただし、事業を営

む上で、競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害すると認められる情報は非公開

となる場合がある。なお、本プロポーザルの受託候補者選定前において、決定に影響するお

それがある情報については、決定後の公開とする。


